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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第79期

中間連結会計期間
第80期

中間連結会計期間
第79期

会計期間
自2025年４月１日
至2025年９月30日

自2026年４月１日
至2026年９月30日

自2025年４月１日
至2026年３月31日

売上高 （百万円） 65,063 67,025 139,216

経常利益 （百万円） 7,082 9,516 17,712

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（百万円） 5,015 6,574 12,487

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 5,263 6,707 15,223

純資産額 （百万円） 86,964 89,339 90,886

総資産額 （百万円） 121,367 122,927 125,930

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 28.64 39.83 72.13

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 71.0 72.0 71.5

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △654 7,139 13,662

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △1,378 △1,887 △1,885

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △6,960 △8,084 △12,950

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 21,953 27,072 29,975

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．当社は、2026年10月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。

前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり中間（当期）純利益を算定しており

ます。

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（1）経営成績の状況

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善を背景に緩やかな回復基調で推移したもの

の、物価上昇や中東情勢の緊迫化、米国の通商政策の動向など、わが国の景気を下押しするリスクもあり、先行き

については依然不透明な状況が続いております。

　建設業界においては、堅調な企業収益に加え、人手不足を背景とした省力化需要が設備投資を下支えしたこと

で、民間非住宅建設投資は堅調に推移しました。また、防災・減災、国土強靱化及び将来を見据えたインフラ老朽

化対策を主軸とする政府建設投資も底堅く推移しており、引き続き良好な受注環境が続いております。

　このような状況のもと、当社グループの当中間連結会計期間の受注高は、良好な受注環境を背景に、当社専業土

木分野及び建築事業ともに増加したことにより、1,052億７千万円（前年同期比21.5％増）となりました。

　売上高は、当社建築事業における前期大型工事の反動減や一部手持工事の着工遅延に加え、米国子会社において

も前期大型工事の反動減があったものの、当社専業土木分野において施工高が増加したことにより、670億２千５

百万円（前年同期比3.0％増）となりました。

　利益面では、売上高の増加に加え、当社における工事採算性の向上により、売上総利益は158億６千５百万円

（前年同期比19.6％増）となりました。

　営業利益及び経常利益につきましては、売上総利益の増加により、各々93億７千３百万円（前年同期比35.7％

増）、95億１千６百万円（前年同期比34.4％増）となりました。

　親会社株主に帰属する中間純利益は、65億７千４百万円（前年同期比31.1％増）となりました。

 

　セグメントの経営成績は次のとおりであります。

「建設事業」

　建設事業の連結売上高は、669億４千９百万円（前年同期比3.1％増）となりました。

「その他」

　その他事業の連結売上高は７千５百万円（前年同期比28.1％減）であり、主なものは建設資材等の販売でありま

す。

 

（2）財政状態の状況

当中間連結会計期間末における財政状態とそれらの要因は次のとおりであります。

資産につきましては、現金預金及び電子記録債権等の減少が、未成工事支出金及び投資有価証券の増加を上

回ったため、前連結会計年度末に比べ、30億３百万円減少いたしました。

負債につきましては、電子記録債務、未払法人税等及び未払費用の減少が、未成工事受入金の増加を上回った

ため、前連結会計年度末に比べ、14億５千６百万円減少いたしました。

純資産につきましては、株主配当金の支払及び自己株式の取得による減少が、親会社株主に帰属する中間純利

益の計上による利益剰余金の増加を上回ったため、前連結会計年度末に比べ、15億４千７百万円減少いたしまし

た。
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（3）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

営業活動によるキャッシュ・フローは、71億３千９百万円の収入超過（前年同期は６億５千４百万円の支出超

過）となりました。これは主に、法人税等の支払額による支出（35億３百万円）を、税金等調整前中間純利益（95

億２千５百万円）による収入が上回ったことによるものであります。

投資活動によるキャッシュ・フローは、18億８千７百万円の支出超過（前年同期は13億７千８百万円の支出超

過）となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出（16億９千９百万円）によるものであります。

財務活動によるキャッシュ・フローは、80億８千４百万円の支出超過（前年同期は69億６千万円の支出超過）

となりました。これは主に、配当金の支払額による支出（44億１千８百万円）及び自己株式の取得による支出（38

億５千２百万円）によるものであります。

以上により、当中間期末の現金及び現金同等物の残高は、前期末比29億３百万円減少し、270億７千２百万円と

なりました。

 

（4）経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 

（5）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

 

（6）研究開発活動

　当中間連結会計期間の研究開発費の総額は３億４千１百万円であります。

　なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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（7）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営成績の現状と見通し

　当社グループを取り巻く事業環境については、短期的には、当社のコア事業と親和性の高い「防災・減災」や

「国土強靱化」を中心とした政府の建設投資が堅調に推移すると見込まれており、引き続き良好な受注環境が続

くものと予想されます。一方で、中長期的には財政制約や人口減少を背景に、国内建設市場の縮小や競争の激化

といったリスクも想定されます。

　このような経営環境の変化に柔軟かつ的確に対応するため、当社は中期経営計画「Raito2027」を策定いたしま

した。

 

① 中長期ビジョン

計画の策定にあたっては、当社グループの経営理念である「新たな価値に挑戦し、創造し続ける」のも

と、企業としてさらなる挑戦と成長を果たすべく、創業100周年を見据えた中長期ビジョンを定めました。

中長期ビジョン「サステナブルな社会実現に向けて、人と技術の力で世界に貢献する」に掲げるとおり、

当社が有する人財と技術の力を結集し、顧客および社会に対して持続的な価値提供を行うことを目指してまい

ります。

 

② 中期経営計画の基本方針

中期経営計画「Raito2027」では、「技術×信頼×人財で、次世代の成長へ」を基本方針として掲げており

ます。４つの重点テーマを軸に、コア事業である建設事業の深化に加え、将来を見据えた成長投資の推進と経

営基盤の強化に取り組み、持続的な成長を支える体制の構築を図ってまいります。

 

③ 重点テーマ

当社は中長期ビジョンの実現に向け、経営環境の変化を踏まえつつ、以下の４つの重点テーマを成長戦略

の柱として定めております。

ⅰ）防災・減災分野におけるブランド力の確立と社会課題の解決

当社が長年にわたり培ってきた防災・減災分野における実績と知見をもとに、業界のトップランナーとし

てのブランドを確立し、事業活動を通じて社会課題の解決に貢献してまいります。

ⅱ）特殊土木分野における国内外でのプレゼンス拡大

特殊土木分野における高度な技術力とノウハウを活かし、新技術の開発や難易度の高い工事への対応力を

強化するとともに、国内外市場における存在感のさらなる向上を図ります。

ⅲ）成長分野および人財への積極的な投資

将来の持続的成長に向け、成長分野への投資を加速するとともに、企業価値の源泉である人財の育成・確

保を強化し、組織力の一層の向上を目指します。

ⅳ）成長投資と株主還元の両立

積極的な成長投資とともに、最適な資本構成を追求し、持続的な株主還元の実現に努めることで、企業価

値の中長期的な向上を図ってまいります。
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（8）生産、受注及び販売の実績

① 受注実績

セグメントの名称

前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

受注高
（百万円）

次期繰越工事高
（百万円）

受注高
（百万円）

次期繰越工事高
（百万円）

建設事業      

斜面・法面対策工事  24,530 29,021 31,903 33,330

基礎・地盤改良工事  41,250 45,177 39,119 42,576

補修・補強工事  3,721 6,908 6,203 10,141

環境修復工事  1,943 2,087 1,421 1,760

一般土木工事  2,188 2,659 2,208 2,592

建築工事  11,883 22,403 23,099 38,768

その他工事  1,157 655 1,313 1,080

合計 86,676 108,914 105,270 130,249

　（注）当社グループでは、建設事業以外は受注生産を行っておりません。

 

② 売上実績

セグメントの名称

前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）

建設事業  64,958 99.8 66,949 99.9

斜面・法面対策工事  17,422 26.8 20,110 30.0

基礎・地盤改良工事  29,328 45.1 30,719 45.8

補修・補強工事  4,187 6.4 5,362 8.0

環境修復工事  1,473 2.3 1,098 1.6

一般土木工事  1,178 1.8 2,088 3.1

建築工事  10,525 16.2 6,919 10.3

その他工事  842 1.3 650 1.0

その他 105 0.2 75 0.1

合計 65,063 100.0 67,025 100.0

　（注）セグメント間での取引については相殺消去しております。

 

３【重要な契約等】

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 198,000,000

計 198,000,000

（注）2026年８月５日開催の取締役会決議により、同年10月１日付で株式分割に伴う定款の変更が行われ、発行可能株式

総数は482,000,000株増加し、680,000,000株となりました。

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行

数（株）
（2026年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2026年11月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 42,970,450 171,881,800
東京証券取引所

プライム市場

完全議決権株

式であり、権

利内容に何ら

限定のない当

社における標

準となる株式

であり、単元

株式数は100株

であります。

計 42,970,450 171,881,800 － －

（注）2026年８月５日開催の取締役会において、株式分割に関する議案が承認可決され、同年10月１日付で普通株式１株

につき４株の割合で株式分割を行いました。

これにより、発行済株式総数は128,911,350株増加し、171,881,800株となりました。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2026年４月１日～
2026年９月30日

－ 42,970,450 － 6,119 － 6,358

（注）2026年８月５日開催の取締役会において、株式分割に関する議案が承認可決され、同年10月１日付で普通株式１株

につき４株の割合で株式分割を行い、発行済株式総数は128,911,350株増加し、171,881,800株となりました。
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（５）【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

（千株）

発行済株式（自己

株式を除く。）の

総数に対する所有

株式数の割合

（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）

東京都港区赤坂一丁目８番１号　赤

坂インターシティAIR
5,354 13.00

太陽生命保険株式会社 東京都中央区日本橋二丁目７番１号 2,734 6.64

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海一丁目８番12号 2,172 5.27

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内一丁目６番６

号
2,039 4.95

株式会社三井住友銀行
東京都千代田区丸の内一丁目１番２

号
1,950 4.73

株式会社北陸銀行
富山県富山市堤町通り一丁目２番26

号
1,179 2.86

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY

505001

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業

部）

ONE CONGRESS STREET, SUITE １,

BOSTON, MASSACHUSETTS

（東京都港区港南二丁目15番１号 品

川インターシティA棟）

1,139 2.76

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 東京都渋谷区恵比寿一丁目28番１号 612 1.48

JP MORGAN CHASE BANK 385781

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業

部）

25 BANK STREET, CANARY WHARF,

LONDON, E14 ５JP, UNITED KINGDOM

（東京都港区港南二丁目15番１号 品

川インターシティA棟）

595 1.44

ライト工業持株会
東京都千代田区九段北四丁目２番35

号
581 1.41

計 － 18,359 44.58

（注）１．2026年10月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っておりますが、上記所有株式数について

は、当該株式分割前の所有株式数を記載しております。

２．上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 5,354千株

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 2,172千株
 

EDINET提出書類

ライト工業株式会社(E00098)

半期報告書

 8/26



（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式
普通株式 1,788,500

完全議決権株式（その他） 普通株式 41,050,500 410,505 同上

単元未満株式 普通株式 131,450 －
１単元（100株）

未満の株式

発行済株式総数  42,970,450 － －

総株主の議決権  － 410,505 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式112,600株（議

決権1,126個）が含まれております。

　　　２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式37株及び役員向け株式交付信託が保有する当社株式

65株が含まれております。

　　　３．2026年10月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。これにより、発行済株式総

数は128,911,350株増加し、171,881,800株となりました。

 

②【自己株式等】

    2026年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（保有自己株式）      

ライト工業株式会社
東京都千代田区

九段北四丁目２番35号
1,788,500 － 1,788,500 4.16

計 － 1,788,500 － 1,788,500 4.16

（注）１．役員向け株式交付信託が保有する当社株式は、上記の保有自己株式には含めておりません。

　　　２．2026年８月５日開催の取締役会において、株式分割に関する議案が承認可決され、同年10月１日付で普通株式

１株につき４株の割合で株式分割を行っております。当中間会計期間末日現在における自己株式数は

7,154,100株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、4.16％）となりました。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に

準じて記載しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 29,975 27,072

受取手形・完成工事未収入金等 40,737 40,794

電子記録債権 4,767 2,234

未成工事支出金 1,500 2,216

商品及び製品 28 27

材料貯蔵品 750 849

未収入金 185 88

その他 2,126 2,884

貸倒引当金 △33 △33

流動資産合計 80,037 76,134

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物（純額） 8,248 8,132

機械・運搬具（純額） 6,629 6,951

土地 11,104 10,982

リース資産（純額） 88 93

建設仮勘定 97 5

その他（純額） 492 590

有形固定資産合計 26,661 26,756

無形固定資産   

のれん 331 307

その他 293 301

無形固定資産合計 625 609

投資その他の資産   

投資有価証券 10,026 10,680

退職給付に係る資産 5,578 5,562

その他 3,361 3,553

貸倒引当金 △359 △369

投資その他の資産合計 18,607 19,427

固定資産合計 45,893 46,792

資産合計 125,930 122,927
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 9,220 10,914

電子記録債務 7,600 5,674

短期借入金 1,737 1,932

未払法人税等 3,954 2,785

未成工事受入金 1,813 4,176

完成工事補償引当金 110 90

工事損失引当金 203 222

未払費用 4,282 3,753

その他 4,736 2,240

流動負債合計 33,660 31,791

固定負債   

長期借入金 7 7

長期未払金 12 12

リース債務 83 85

繰延税金負債 325 786

再評価に係る繰延税金負債 758 723

役員株式給付引当金 136 122

その他 60 59

固定負債合計 1,384 1,796

負債合計 35,044 33,587

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,119 6,119

資本剰余金 6,447 6,447

利益剰余金 74,270 76,492

自己株式 △3,567 △7,394

株主資本合計 83,270 81,664

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2,909 3,291

土地再評価差額金 △1,058 △1,134

為替換算調整勘定 2,482 2,378

退職給付に係る調整累計額 2,401 2,249

その他の包括利益累計額合計 6,735 6,784

非支配株主持分 880 889

純資産合計 90,886 89,339

負債純資産合計 125,930 122,927

 

EDINET提出書類

ライト工業株式会社(E00098)

半期報告書

12/26



（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

売上高   

完成工事高 64,958 66,949

兼業事業売上高 105 75

売上高合計 65,063 67,025

売上原価   

完成工事原価 51,735 51,134

兼業事業売上原価 66 26

売上原価合計 51,802 51,160

売上総利益   

完成工事総利益 13,222 15,815

兼業事業総利益 38 49

売上総利益合計 13,261 15,865

販売費及び一般管理費 ※ 6,352 ※ 6,492

営業利益 6,908 9,373

営業外収益   

受取利息 71 81

受取配当金 95 101

受取ロイヤリティー 11 5

受取保険金 58 0

固定資産賃貸料 206 204

持分法による投資利益 11 84

その他 63 45

営業外収益合計 520 523

営業外費用   

支払利息 53 73

支払手数料 5 38

支払保証料 31 34

賃貸収入原価 198 157

為替差損 9 17

その他 47 58

営業外費用合計 345 379

経常利益 7,082 9,516

特別利益   

固定資産売却益 0 8

特別利益合計 0 8

特別損失   

固定資産除売却損 0 －

特別損失合計 0 －

税金等調整前中間純利益 7,082 9,525

法人税、住民税及び事業税 2,053 2,621

法人税等調整額 25 320

法人税等合計 2,078 2,942

中間純利益 5,003 6,583

非支配株主に帰属する中間純利益又は非支配株主に

帰属する中間純損失（△）
△11 9

親会社株主に帰属する中間純利益 5,015 6,574

 

EDINET提出書類

ライト工業株式会社(E00098)

半期報告書

13/26



【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

中間純利益 5,003 6,583

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 576 381

為替換算調整勘定 △89 △103

退職給付に係る調整額 △95 △152

持分法適用会社に対する持分相当額 △131 △1

その他の包括利益合計 259 124

中間包括利益 5,263 6,707

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 5,295 6,698

非支配株主に係る中間包括利益 △32 9
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 7,082 9,525

減価償却費 1,456 1,508

のれん償却額 21 23

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3 10

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 13 △20

工事損失引当金の増減額（△は減少） 260 18

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △109 △206

役員株式給付引当金の増減額（△は減少） △11 △13

受取利息及び受取配当金 △167 △182

支払利息 53 73

手形売却損 13 28

持分法による投資損益（△は益） △11 △84

固定資産除売却損益（△は益） △0 △8

売上債権の増減額（△は増加） △7,986 2,450

未成工事支出金の増減額（△は増加） △665 △716

棚卸資産の増減額（△は増加） 40 △100

仕入債務の増減額（△は減少） △1,021 △225

未成工事受入金の増減額（△は減少） 3,214 2,363

その他 △1,251 △3,879

小計 926 10,563

利息及び配当金の受取額 161 182

利息の支払額 △53 △73

手形売却に伴う支払額 △13 △28

法人税等の支払額 △1,675 △3,503

営業活動によるキャッシュ・フロー △654 7,139

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,061 △1,699

有形固定資産の売却による収入 0 130

無形固定資産の取得による支出 △37 △52

投資有価証券の取得による支出 △12 △13

関係会社貸付金の貸付による支出 － △20

関係会社貸付金の回収による収入 2 2

保険積立金の積立による支出 △238 △171

その他 △31 △63

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,378 △1,887

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 95 197

長期借入金の返済による支出 △28 －

リース債務の返済による支出 △18 △11

自己株式の取得による支出 △3,886 △3,852

配当金の支払額 △3,122 △4,418

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,960 △8,084

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1 △70

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △8,993 △2,903

現金及び現金同等物の期首残高 30,947 29,975

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 21,953 ※ 27,072
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【注記事項】

（中間連結貸借対照表関係）

１　債権流動化に伴う買戻義務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2026年３月31日）

当中間連結会計期間
（2026年９月30日）

債権流動化に伴う買戻義務 1,109百万円 733百万円

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
　　至 2025年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2026年４月１日
　　至 2026年９月30日）

従業員給与手当 3,368百万円 3,509百万円

退職給付費用 70 26

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
至 2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2026年４月１日
至 2026年９月30日）

現金預金勘定 21,953百万円 27,072百万円

現金及び現金同等物 21,953 27,072
 

EDINET提出書類

ライト工業株式会社(E00098)

半期報告書

16/26



（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月26日

定時株主総会
普通株式 3,126 70 2025年３月31日 2025年６月27日 利益剰余金

(注)　2025年６月26日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式に

対する配当金10百万円が含まれております。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな

るもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年11月６日

取締役会
普通株式 1,732 40 2025年９月30日 2025年12月２日 利益剰余金

(注)　2025年11月６日開催の取締役会決議による配当金の総額には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式に対す

る配当金５百万円が含まれております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年６月25日

定時株主総会
普通株式 4,427 105 2026年３月31日 2026年６月26日 利益剰余金

(注)　2026年６月25日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式に

対する配当金13百万円が含まれております。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな

るもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年11月11日

取締役会
普通株式 1,647 40 2026年９月30日 2026年12月８日 利益剰余金

(注)１．2026年11月11日開催の取締役会決議による配当金の総額には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式に対

する配当金４百万円が含まれております。

２．2026年10月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。「１株当たり配当額」につ

きましては、当該株式分割前の金額を記載しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）

合計
 建設事業

売上高    

外部顧客への売上高 64,958 105 65,063

セグメント間の内部売上高又
は振替高

－ 492 492

計 64,958 598 65,556

セグメント利益 6,899 8 6,907

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、商品資材販売事業、リース

事業及び訪問介護事業等を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 6,899

「その他」の区分の利益 8

セグメント間取引消去 0

中間連結損益計算書の営業利益 6,908

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）

合計
 建設事業

売上高    

外部顧客への売上高 66,949 75 67,025

セグメント間の内部売上高又
は振替高

－ 463 463

計 66,949 539 67,488

セグメント利益 9,327 44 9,372

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、商品資材販売事業及びリー

ス事業等を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 9,327

「その他」の区分の利益 44

セグメント間取引消去 0

中間連結損益計算書の営業利益 9,373

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

（単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）

合計
 建設事業

斜面・法面対策工事 17,422 － 17,422

基礎・地盤改良工事 29,328 － 29,328

補修・補強工事 4,187 － 4,187

環境修復工事 1,473 － 1,473

一般土木工事 1,178 － 1,178

建築工事 10,525 － 10,525

その他工事 842 － 842

その他 － 97 97

顧客との契約から生じる収益 64,958 97 65,055

その他の収益 － 8 8

外部顧客への売上高 64,958 105 65,063

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、商品資材販売事業、リース事業及び訪問

介護事業等を含んでおります。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

（単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）

合計
 建設事業

斜面・法面対策工事 20,110 － 20,110

基礎・地盤改良工事 30,719 － 30,719

補修・補強工事 5,362 － 5,362

環境修復工事 1,098 － 1,098

一般土木工事 2,088 － 2,088

建築工事 6,919 － 6,919

その他工事 650 － 650

その他 － 71 71

顧客との契約から生じる収益 66,949 71 67,020

その他の収益 － 4 4

外部顧客への売上高 66,949 75 67,025

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、商品資材販売事業及びリース事業等を含

んでおります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

１株当たり中間純利益 28円64銭 39円83銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（百万円） 5,015 6,574

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益

（百万円）
5,015 6,574

普通株式の期中平均株式数（千株） 175,135 165,067

（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は、2026年10月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の

期首に当該株式分割が行われたと仮定して、「１株当たり中間純利益」を算定しております。

３．役員向け株式交付信託が保有する当社株式を、１株当たり中間純利益の算定上、期中平均株式数の計算におい

て控除する自己株式に含めております。（前中間連結会計期間562,068株、当中間連結会計期間497,792株）
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（重要な後発事象）

(株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更)

当社は、2026年８月５日開催の取締役会決議に基づき、2026年10月１日付で株式分割及び株式分割に伴う定款

の一部変更を行っております。

 

１．株式分割について

（１）株式分割の目的

当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げることにより、投資家の皆様がより投資しやすい環境を整え

るとともに当社株式の流動性の向上と投資家層のさらなる拡大を図ることを目的としています。

 

（２）株式分割の概要

① 分割の方法

2026年９月30日を基準日として、同日の最終の株主名簿に記載または記録された株主の所有する当社普通

株式１株につき４株の割合をもって分割いたしました。

 

② 分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数 42,970,450株

今回の分割により増加する株式数 128,911,350株

株式分割後の発行済株式総数 171,881,800株

株式分割後の発行可能株式総数 680,000,000株

 

③ 分割の日程

基準日公告日 2026年９月14日(月)

基準日 2026年９月30日(水)

効力発生日 2026年10月１日(木)

 

２．株式分割に伴う定款の一部変更について

（１）定款変更の理由

今回の株式分割に伴い、会社法第184条第２項の規定に基づき、取締役会決議により、2026年10月１日を

効力発生日として、当社定款の一部を変更いたしました。

 

（２）定款変更の内容

（下線部は変更箇所を示しています。）

変更前 変更後

（発行可能株式総数）

第６条 当会社の発行可能株式総数は、

198,000,000株とする。

（発行可能株式総数）

第６条 当会社の発行可能株式総数は、

680,000,000株とする。

 

（３）定款変更の日程

効力発生日  2026年10月１日(木）

 

３．その他

  今回の株式分割に際して、資本金の額の変更はありません。
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２【その他】

2026年11月11日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

配当金の総額 1,647百万円

１株当たりの金額 40円00銭

支払請求の効力発生日及び支払開始日 2026年12月８日

（注）１．2026年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

　　　２．当社は、2026年10月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。 「１株当た

りの金額」につきましては、当該株式分割前の金額を記載しております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2026年11月11日

ライト工業株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 金子　秀嗣

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 仙名　良一

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているライト工業株式

会社の2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月30日

まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間

連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ライト工業株式会社及び連結子会社の2026年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間

連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書にお

いて中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の

結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし

て存続できなくなる可能性がある。

・ 中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じ

させる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以上
 
　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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